
厚木市中小小売商業振興法に基づく高度化事業計画認定事務  
取扱要綱  

 
（趣旨） 

第１条 中小小売商業振興法（昭和 48 年法律第 101 号。以下「法」とい

う。）第４条第１項の規定に基づく商店街整備計画、同条第２項の規定に

基づく店舗集団化計画、同条第３項の規定に基づく共同店舗等整備計画

及び同条第６項の規定に基づく商店街整備等支援計画の認定の事務処理

については、同法、中小小売商業振興法施行令（昭和 48 年政令第 286 号。

以下「法施行令」という。）、及び中小小売商業振興法施行規則（昭和 48

年通商産業省令第 100 号。以下「法施行規則」という。）に定めるものの

ほか、この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条  この要綱における用語の意義は法、法施行令及び法施行規則にお

いて使用する用語の例によるほか、次の各号のとおりとする。  
(1) 法第４条第１項、第２項及び第６項に規定する「設置する事業」並

びに法第４条第３項に規定する「設置の事業」について 

ア  「設置」には、新設のほか、既存の施設又は設備の取得（その立

地及び建物の構造が振興指針の趣旨に照らして適切なものに限る。

ただし、法第４条第３項及び第６項に規定する店舗又は共同店舗を

取得する場合にあっては、既に当該建物を賃借している者がその買

い取りのみを目的としていると認められるものを除く。）並びに既存

施設の改造（増築、改築又は屋根、柱、壁その他の主要構造物の改

善）が含まれる。 

イ 「設置する」並びに「設置の」とは、認定を受けた計画に基づき事

業に着手するものをいう。 

    ただし、防災その他の理由により緊急に事業に着手しなければな

らないと認められる場合であって、事業者よりあらかじめ当該事業

に関する計画が提出されているものは、この限りでない。 

(2) 法第４条第１項に規定する「商店街の区域」とは、小売商業又はサ

ービス業に属する事業者の相当数が近接してその事業を営み、社会通

念上消費者のまとまった買い物の場として認識されている区域であっ

て、その中に人又は車が常時通行できる道路を包含するものをいう。 

(3) 法第４条第２項に規定する「一の団地」とは、顧客の利便の確保の

観点、小売商業の事業形態等から考えて、機能的に一体とみるべき敷

地を指す概念であり、通常は一区画内の土地をいうが、道路、河川等

により二分されている場合であっても、商業集積としての連続性や商

業環境の保全の事情を勘案してこれらが密接な関連があり、有機的に

一体関係にあると認められるものについても「一の団地」と解する。 

   また、法第４条第１項に規定する「集団して」とは、複数の店舗を



一体として機能するよう、計画的に近接させること又はそのような状

態であることをいう。 

(4) 法第４条第３項各号に規定する「店舗」及び「共同店舗」は、完全

に一つの小売店舗として機能するものであって、「店舗」とは、主とし

て小売業等を営む事業者に係る場所であって、当該事業者が自ら当該

「場所」を所有するもの（使用権を有する場合を含む）をいい、「共同

店舗」とは、複数の小売業を営む事業者のために整備され、統一的に

運営される店舗であって、当該事業者以外の者（組合等）が所有する

ものをいう。 

（高度化事業計画の種類） 

第３条 高度化事業計画の種類は、次のとおりとする。 

（1） 法第４条第１項の規定に基づく商店街整備計画は、中小小売商業者

等が協力して、次に掲げる事業を実施することにより、小売機能の総合

的整備、合理的かつ安全な商業街区の形成、アーケード、街路灯、多目

的ホール、イベント広場、駐車場等組合員及び一般公衆の利便に供し、

商店街の環境の改善を図るための非収益的な共同施設（以下「環境施

設」という。）の整備等を実現し、その経営の近代化を図りつつ、併せ

て消費者に便利かつ快適な買い物の場を提供することを内容とする。 

ア  商店街改造事業 

商店街を形成する中小小売商業者等が商店街の大部分の区域において

店舗等を新設又は改造するとともに、必要に応じ当該中小小売商業者

等が組織する商店街振興組合等がイに規定する事業を併せて実施し、

魅力ある商業集積を形成する事業をいう。 

    イ  共同施設事業 

   商店街を形成する中小小売商業者等が組織する商店街振興組合等が

販売、購買、保管、運送、検査その他組合員又は所属員の事業を協

同して行うための共同施設を設置する事業又は環境施設を設置する

事業をいう。 

（2）法第４条第２項の規定に基づく店舗集団化計画は、中小小売商業者

等が協力して店舗等を一の団地等に集団して設置し、計画的に新たな商

店街を形成することにより、魅力ある商業集積としての機能を適切に発

揮し、その経営の近代化を図りつつ、併せて消費者に便利かつ快適な買

い物の場を提供することを内容とする。 

（3）法第４条第３項の規定に基づく共同店舗等整備計画は、中小小売商

業者等が協力して店舗又はこれに付帯する倉庫、駐車場等の施設若しく

は店舗の設備を設置し、当該店舗にその事業を集約化することにより、

小売機能の総合化、顧客吸引力の増大等を実現し、その経営の近代化を

図りつつ、併せて消費者に便利かつ快適な買い物の場を提供することを

内容とする。 

（4）法第４条第６項の規定に基づく商店街整備等支援計画は、中小小売



商業者と地方公共団体等が協力して商店街整備等を支援する機構を設立

し、多目的ホール、イベント広場、駐車場、共同店舗等の施設を整備す

ることにより、魅力ある商業集積を形成し、中小小売商業者の存立基盤

の強化とこれら事業の円滑化を図りつつ、併せて消費者に便利かつ快適

なものであって地域のコミュニティの活性化に資する場を提供すること

を内容とする。 

（高度化事業計画の作成に関する支援） 

第４条  市長は、高度化事業計画の認定を希望する者から高度化事業計画

を作成したい旨申し出があった場合には、必要に応じ近代化促進診断

（中小企業指導事業の実施に関する基準を定める省令（昭和 38 年通商産

業省令第 123 号）第３条第４号に規定する診断をいう。）等の制度を活用

する等により、所要の診断、助言を行い、適切な高度化事業計画が作成

できるよう支援するものとする。 

（高度化事業計画の認定手続等） 

第５条 高度化事業計画の認定手続等は、次の各項のほか、別に定める厚

木市中小小売商業振興法に基づく高度化事業計画認定事務取扱要綱に関

する認定事務基準（以下「認定事務基準」という。）のとおりとする。 

（1）認定申請 

ア 申請書 

認定の申請は、高度化事業計画の種類に従い次の表による申請書を提

出して行わなければならない。 

高度化事業計画の種類 申請書 

商店街整備計画 第 1 号様式 

店舗集団化計画 第 2 号様式 

共同店舗等整備計画 第 3 号様式 

商店街整備等支援計画 第 4 号様式 

イ 添付書類 

      申請書には、別表第 1 による書類を添付しなければならない。 

(2) 変更認定申請 

ア 申請書 

      認定計画の変更をしようとするときは、高度化事業計画の種類に従

い次の表による変更に係る認定申請書を提出して行わなければならな

い。 

高度化事業計画の種類 申請書 

商店街整備計画 第 5 号様式 

店舗集団化計画 第 6 号様式 

共同店舗等整備計画 第 7 号様式 

商店街整備等支援計画 第 8 号様式 

イ 添付書類 

申請書には、別表第２による書類を添付しなければならない。 



(3) 軽微な変更 

前号の規定にかかわらず、認定事務基準に掲げる認定基準に照らし、

当該認定計画の趣旨を変えないような軽微な修正は変更とみなさないこ

とができる。  
(4) 認定通知 

市長は、申請書等の内容が認定基準に適合すると認めるときは、認定の

手続をとるとともに申請の種類ごとに第９号様式から第 16 号様式までに

より申請者に通知するものとする。 

（高度化事業計画の認定の取消し） 

第６条 市長は、次のいずれかに該当する場合は、高度化事業計画の認定

を取り消すことができる。 

(1) 認定計画の全部又は一部が実施されず、かつ、予定された実施期間中

に実施される見込みがなく、その結果認定基準に適合しなくなると認め

られるとき。 

(2) 高度化事業の内容が大幅に変更されたにもかかわらず、認定計画の変

更の認定を受けず、その結果、認定基準に適合しなくなると認められる

とき。 

(3) 認定計画の記載事項に虚偽の記載があることが見出され、当該認定計

画に基づく高度化事業の実施に対する助成を行うことが適切でないと認

められるとき。 

 

 

 

附 則 

  この要綱は、平成 24 年４月１日から施行する。  

 



別表第１（第５条関係）                                           申請書に添付する書類 

 

商店街整備計画 店舗集団化計画 共同店舗等整備計画 商店街整備等支援計画                     高度化事業計画名 
 
 
 
                          申 請 者 
      添 付 書 類 
 

 
 
商店街振興組合等 

 
 
事業協同組合等 

 
事業協同組合、事業

協同小組合又は協業

組合 

合併又は出資により

共同で会社を設立し

ようとする中小小売

商業者 

二以上の中小小売商

業者が資本の額又は

出資の総額の大部分

を出資している会社 
特定会社 公益法人 特定会社を設立しよう

とする者 

高度化事業計画について議決をした当該組

合等の総会又は総代会等の議事録の写し 
○ 
※注1 

○ 
※注2 ○ － － － ○ 

※注３ － 

定款又は寄附行為 ○ ○ ○ ○ 
（定款がある場合） ○ ○ ○ ○ 

（定款がある場合） 

合併契約書の写し － － － ○ 
（合併による場合） － － － － 

出資をしようとするすべての者の当該出資

に関する同意書の写し － － － ○ 
（出資による場合） － － － ○ 

名簿（氏名又は名称、資本の額又は出資の

総額、常時使用する従業員の数及び主たる

事業として営む事業の種類を記載したも

の。） 

○ 
（組合等の組合員又

は所属員について記

載） 

○ 
（組合等の組合員又

は所属員について記

載） 

○ 
（組合の組合員又は

所属員について記

載） 

○ 
（合併又は出資をし

ようとするすべての

者について記載） 

○ 
（会社のすべての出

資者について記載） 

○ 
（特定会社のすべて

の出資者について記

載） 

○ 
（出資又は拠出して

いるすべての者につ

いて記載） 

○ 
（出資をしようとする

すべての者について記

載） 
当該組合等の事業計画書及び収支予算書 ○ ○ ○ － － － － － 
予定貸借対照表、予定損益計算書及び予定

財産目録並びに事業計画書及び設備投資計

画書 
－ － － ○ － － － ○ 

最近三期間の営業報告書、貸借対照表及び

損益計算書、最終の財産目録並びに事業計

画書及び設備投資計画書 
－ － － － ○ ○ ○ － 

設置する施設又は設備の配置及び構造を示

す図面 ○ ○ － － － ○ ○ ○ 

設置する共同店舗等又は店舗等の配置及び

構造を示す図面 － － ○ ○ ○ － － － 

建築基準法第６条第１項の確認済証の写し ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
道路に施設又は設備を設置する場合、建築

基準法第４４条第１項ただし書きの許可、

道路法第２４条の承認若しくは第３２条第

１項の許可、道路交通法第７７条第 1 項の
許可又は消防法第 7条第 1項の同意を要す
るときは、当該許可若しくは承認又は同意

を得ていること又は得る見込みがあること

を証する書面 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

屋外広告物を設置する場合、神奈川県屋外

広告物条例第２条の許可書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

                                  ※注1： 別表３の組合員等の適格性に掲げる特別の理由に該当する場合、当該特別の理由を確認できる書類を加えて添付すること。 
※注2： 別表４の組合員等の適格性に掲げる特別の理由に該当する場合、当該特別の理由を確認できる書類を加えて添付すること。 
※注3： 当該公益法人が財団法人であるときは、理事会の議事録の写し 

 
 
 



別表第２（第５条関係）                                変更承認申請書に添付する書類 

 

商店街整備計画 店舗集団化計画 共同店舗等整備計画 商店街整備等支援計画                     高度化事業計画名 
 
 
                          申 請 者 
      添 付 書 類 
 

商店街振興組合等 事業協同組合等 

 
事業協同組合、事業

協同小組合又は協業

組合 

 
合併又は出資により

会社を設立しようと

する中小小売商業者 

二以上の中小小売商

業者が資本の額又は

出資の総額の大部分

を出資している会社 

特定会社 公益法人 特定会社を設立しよ

うとする者 

高度化事業計画の変更について議決をした

当該組合等の総会又は総代会等の議事録の

写し 

○ 
※注１ 

○ 
※注２ ○ － － － ○ 

※注３ － 

事業の実施状況を示した書面 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
定款又は寄付行為（※注４） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
合併契約書の写し（※注４） － － － ○ － － － － 
出資をしようとするすべての者の出資に関

する同意書の写し（※注４） － － － ○ － － － ○ 

名簿（氏名又は名称、資本の額又は出資の

総額、常時使用する従業員の数及び主たる

事業として営む事業の種類を記載したも

の。）（※注４） 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

当該組合等の事業計画書及び収支予算書

（※注４） ○ ○ ○ － － － － － 

予定貸借対照表、予定損益計算書及び予定

財産目録並びに事業計画書及び設備投資計

画書（※注４） 
－ － － ○ － － － ○ 

最近三期間の営業報告書、貸借対照表及び

損益計算書、最終の財産目録並びに事業計

画書及び設備投資計画書（※注４） 
－ － － － ○ ○ ○ － 

設置する施設又は設備の配置及び構造を示

す図面（※注４） ○ ○ － － － ○ ○ ○ 

設置する共同店舗等又は店舗等の配置及び

構造を示す図面（※注４） － － ○ ○ ○ － － － 

建築基準法第６条第１項の確認済証の写し ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
道路に施設又は設備を設置する場合、建築

基準法第４４条第１項ただし書きの許可、

道路法第２４条の承認若しくは第３２条第

１項の許可、道路交通法第７７条第 1 項の
許可又は消防法第 7条第 1項の同意を要す
るときは、当該許可若しくは承認又は同意

を得ていること又は得る見込みがあること

を証する書面（※注４） 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

屋外広告物を設置する場合、神奈川県屋外

広告物条例第２条の許可書（※注４） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

                  ※注１： 別表３の組合員等の適格性に掲げる特別の理由に該当することとなった場合、当該特別の理由を確認できる書類を加えて添付すること。 
                  ※注２： 別表４の組合員等の適格性に掲げる特別の理由に該当することとなった場合、当該特別の理由を確認できる書類を加えて添付すること。 
                                   ※注３： 当該公益法人が財団法人であるときは、理事会の議事録の写し。 
                  ※注４： 計画の変更に伴い変更があった場合に添付すること。 



 

第 1 号様式（第５条関係） 

 

商店街整備計画（    事業）に係る認定申請書 

                （注）（    ）内は、商店街改造事業又は共同施設事業  

                    の区分を記載すること。 

 

                                               年    月    日 

 

（あて先）厚木市長 

 

                           所       在       地 

                           名称及び代表者の氏名                印 

 

 中小小売商業振興法第４条第１項の規定により、次の商店街整備計画につ

いて認定を受けたいので申請します。   

  

１  商店街振興組合等の概要 

(1) 設立年月日 

 

(2) 組合の地区及び形状 

 

(3) 払込済出資額 

 

(4) 商店街振興組合等の運営組織図 

 

(5) 商店街振興組合等の事務局職員の数等 

  ア 職務別職員数 

  イ 事務局専用事務所の概要 

 

(6) 組合の地区内における事業者等の概要 

組    合    員 非   組   合   員 

業種別 中小 

企業 

大企

業等 
小計 

中小 

企業 

大企

業等 

小計 合計 

小売業              

飲食業        

サービス業        

卸売業        

その他の業種        

非事業者        

合計        

上表中「非組合員」とは、組合の地区内における組合員以外のものをいう。 

 



 

(7) 当該商店街の商業活動の最近３ヵ年における推移 

                                                    （単位：百万円） 

      店    舗    数       売    上    高 

業種別 Ａ

年 

Ｂ

年 

Ｃ

年 

C/A C/B Ａ

年 

Ｂ

年 

Ｃ

年 

C/A C/B 

小売業                 

飲食業           

サービス業           

卸売業           

その他の業種           

合計           

 

(8) 当該商店街をとりまく立地条件等 

ア   交通網、交通機関その他地理的条件の状況 

イ   商圏内の人口、世帯数の最近３ヵ年における推移 

        （商店街改造事業においてのみ記載すること） 

    人                口     世       帯       数 
商圏内の地区名 

A 年 B 年 C 年 C/A C/B A 年 B 年 C 年 C/A C/B 

           

           

           

  合       計             

 

    ウ  商圏範囲と目される地域内の消費購買力 

          （商店街改造事業においてのみ記載すること） 

 

 

    エ  競合する大規模店の概要 

          （商店街改造事業においてのみ記載すること） 

                            （単位：百万円） 

大規模店名    

所在地    

経営形態    

取扱商品    

売場面積    

推定販売額    

当該商店街から

の距離 

   

駐車台数    

営業時間    

大型店の特徴 

 

   



 

オ  競合する商店街 （商店街改造事業においてのみ記載すること） 

商店街名    

 

業種構成 

 

   

商店街延長    

街路幅員    

歩道の有無    

大規模店の有無    

商店街施設    

 

２  商店街整備事業（中小小売商業振興法第４条第１項に規定する事業）の 

目標 

(1) 商店街改造事業 

  ア  商店街における当面の問題点 

    イ  消費者、周辺居住者及び地方自治体から要請されている課題 

    ウ  商店街整備事業終了後における商店街の特徴 

 

(2) 共同施設事業 

    ア  計画の概要 

    イ  計画の必要性 

 

３  商店街整備事業の内容 

(1) 商店街整備事業の実施者 

    ア  店舗等を新設し、又は改造する組合員等の数及びその割合 

          （商店街改造事業においてのみ記載すること） 

    （注）別に、別紙様式に従って、店舗等を新設し、又は改造する組合員

等の氏名若しくは名称等を記載した書面を本様式に添付すること。 

    イ  共同施設を設置する組合等の名称 

 

(2) 設置する施設又は設備の種類及び規模 

    ア  新設又は改造する組合員等 

          （商店街改造事業においてのみ記載すること） 

新設又は改造す

る店舗等の数 

敷地面積 

（㎡） 

建築延床面積 

（㎡） 

改造しない店舗

等の数 
実施年度 

中小企

業分 

大企業

分 

中小企

業分 

大企業

分 

中小企

業分 

大企業

分 

中小企

業分 

大企業

分 

年度         

年度         

年度         

年度         

合計         



 

イ  設置する共同施設の概要 

(ｱ) 一般公衆の利便に供する施設 

実

施

年

度 

施設等

の種類 

構 造 、 能

力等 

敷 地 面

積 

（㎡） 

建 築 面

積

（㎡） 

建 築 延

床 面 積

（㎡） 

設 置 場

所 

所要金額 

（千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

(ｲ) その他の共同施設 

実

施

年

度 

施設等

の種類 

構 造 、 能

力等 

敷 地 面

積 

（㎡） 

建 築 面

積

（㎡） 

建 築 延

面 積

（㎡） 

設 置 場

所 

所要金額 

（千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

(ｳ) 共同施設の種類別の具体的内容又は特徴 

 

(ｴ) 共同施設の種類別の運営方法及び利用方法 

 

(3) その他商店街整備事業の内容 

 

ア 現に実施中の共同事業の種類別の運営方法及びその利用状況 

 

イ 実施しようとする共同事業の種類別の内容又は特徴 

 

 



 

ウ  整備する街区の面積 

 

組合員である中小小売

商業者又は中小サービ

ス業者の店舗その他の

施設の用に供する土地

の面積   （a） 

設置する一般公衆利便

に供する施設の用に供

する土地の面積 

 

（ｂ） 

 

街区の面積 

 

 

（a＋b） 

㎡ ㎡ ㎡ 

 

 

４  商店街整備事業の実施時期 

(1) 事業の開始        年      月 

 

(2) 事業の終了        年      月 

 

５  商店街整備事業を実施するために必要な資金の額及びその調達方法 

(1) 年度別投資計画（施設別に記載すること。商店街改造事業にあっては、

店舗その他の施設を改造する組合員等ごとの内訳をつけること） 

 

(2) 資金調達計画等 

ア  年度別資金調達計画（商店街改造事業にあっては、改造する組合員

等ごとの内訳を添付すること） 

 

イ  年度別総合収支計画 

 

(3) 共同施設設置に係る組合員負担額の算出基準及び徴収方法 

 

６  商店街整備事業の効果



 

別紙様式  

店舗等を新設し又は改造する組合員等の氏名等  
（単位：千円、㎡、人）  

 

現 状 改 造 後 

敷  地  建    物  敷  地  建    物  
実

施

年

度 

組  

合  

員  

番   

号  

組合員名 業種  

資  

本  

金  

従

業  

員

数  

店舗 ･倉

庫 ･住宅

等面積 

自 ･借

の別  

店舗  

面積  

倉庫  

等面  

 積  

住宅  

面積  

自 ･ 借

の別  

従

業

員

数 

店舗･倉

庫･住宅

等面積 

自 ･借

の別  

店舗  

面積  

倉庫  

等面  

 積  

住宅  

面積  

自 ･借

の別  

高度化

融資利

用者は

○ 印 を

付 け る

こと 

備

考  

                    

                    

                    

 中小小売 計                    

 中小サービス計                    

年

度  

小  計                    

                    

                    

                    

 中小小売 計                    

 中小サービス計                    

年

度  

小  計                    

合   計                    

注１：店舗借受者が参加する場合には、店舗貸主の下に（ ）書きで記載すること。 

注２：改造済、非改造分も記載すること。 

注３：組合が新たに土地を取得して施設を整備する場合であっては、共同施設事業においても本様式を添付すること。  
 



 

第２号様式（第５条関係） 

 

店舗集団化計画に係る認定申請書 

                                  

 

年    月    日 

 

（あて先）厚木市長 

                              所       在       地 

                              名称及び代表者の氏名                印 

 

中小小売商業振興法第４条第２項の規定により、次の店舗集団化計画につ

いて認定を受けたいので申請します。 

 

１  事業協同組合等の概要 

(1) 設立年月日 

 

(2) 組合の地区及び形状 

 

(3) 払込済出資額 

 

(4) 事業協同組合等の運営組織図 

 

(5) 事業協同組合等の事務局職員の数等 

  ア 職務別職員数 

  イ 事務局専用事務所の概要 

  

(6) 組合員等の状況 

組    合    員 非   組   合   員 

業種別 中小 

企業 

大企 

業等 
小計 

中小 

企業 

大企 

業等 
小計 

合計 

小売業             

飲食業        

サービス業        

卸売業        

その他の業種        

非事業者        

合計        

 

(7) 組合員の数が５人以上又は１０人以上で認定基準に合致する場合の特

別の理由 

 



 

２  店舗集団化事業（中小小売商業振興法第４条第２項に規定する事業）の

目標 

(1) 計画の動機及び将来目標 

 

(2) 周辺環境（立地条件、交通アクセス等） 

 

(3) 商圏



 

３  店舗集団化事業の内容 

(1) 店舗集団化事業の実施者 

    ①  組合員概要 

（単位：千円、人） 

旧 施 設 最 近 ３ ヶ 年 の 業 績 

年度 年度 年度 

組合員名 業  種 資本金 
従業

員数 

移転

形態 

都市計

画法上

の用途

地域 

用 途 
売

上

高 

税引償却 

前 利 益 

売

上

高 

税引償却 

前 利 益 

売

上

高 

税引償却 

前 利 益 

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

合   計             

 

 

    ②  共同施設を設置する組合等の名称 

 

 

 



 

(2) 設置する施設又は設備の種類及び規模 

    ①  設置施設の内容 

      ア  一般公衆の利便の用に供する施設 

 

建      物 設      備 構  築  物 そ  の  他 
設

置

年

度 

施  設  名 
構 造 ・ 仕

様・能力等 面 積

（㎡） 

金   額 

（千円） 
数 

量 

金   額 

（千円） 
数  

量 

金   額 

（千円） 
数 

量 

金   額 

（千円） 

合      計 

  

 

 

 

 

          

計 
 

 

         

  

 

 

 

 

          

計 
 

 

         

合  計 
 

 

         

 

 

 

 

 



 

      イ  その他の共同施設 

 

建      物 設      備 構  築  物 そ  の  他 
設

置

年

度 

施  設  名 
構 造 ・ 仕

様・能力等 面 積

（㎡） 

金   額 

（千円） 
数 

量 

金   額 

（千円） 
数  

量 

金   額 

（千円） 
数 

量 

金   額 

（千円） 

合      計 

  

 

 

 

 

          

計 
 

 

         

  

 

 

 

 

          

計 
 

 

         

合  計 
 

 

         

 

 



 

②  施設の利用方法等 

ア  必要性 

          （組合員事業との関連性を考慮して記載すること） 

      イ  運営方法（専門業者に運営委託する場合は、委託先、委託契約の

内容も記載すること） 

      ウ  組合員の利用方法 

      エ  利用の範囲（組合員の利用予定者、利用者、また、員外利用のあ

る場合、その利用者、利用量等を記載すること） 

 

    ③  施設整備面積に占める売場面積の割合 

建物延床面積 

 

 

         (a) 

敷地面積（建物

面積と重複する

部分を除く） 

    (b) 

施 設 整備面

積 

 

  (ｃ=a+b) 

売場面積（店

舗、倉庫の面

積を含む） 

     (d) 

売場面積の割合 
 

 

(e=ｄ/ｃ×100） 

 

 

 

           

㎡ 

 

 

 

 

 

㎡ 

 

 

 

 

㎡ 

 

 

 

 

㎡ 

 

 

 

 

㎡ 

※注 建物面積には、屋上を駐車場として利用している場合等事業の用に

供されている部分の面積を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 (3) その他店舗集団化事業の内容 

    ①  立地等 

 

予定地 

 

 

 

予定面積                ㎡ 

所有者 

 

 

 

 

造 成の必要

性とその内

容 

（記載例：整地、土盛等） 

地 目 
（記載例：田、畑、宅地、 

                 山林等） 

都市計画法

に基づく用

途地域 

（記載例：準工業地域、近

隣商業地域等） 

 

農地法、農業振興地域の

整備に関する法律、河川

法等に係 

る規制事項 

 

 

農地転用許可(予定)日 

 

 

 

開発許可 

(予定)日 

 

 

 

土地利用上の団地設置に

関する適合性 

 

 

 

 

土地取得状況 

       (借地も含む) 

 

 

 

（取得の見通し、取得に関する附帯条件等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

    ②  土地利用計画 

 

 面積（㎡） 比率（％） 

組合会館 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

建

物

用

地 

小      計 
 

 
 

道        路 
 

 
 

駐   車   場 
 

 
 

公 園・緑 地 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

組 

  

 

合 

 

 

用 

 

 

地 

計 
 

 
 

確定分 
 

 

 

 

未確定分 
 

 
 

中

小

企

業 
小    計 

 

 
 

確定分 
 

 
 

未確定分 
 

 
 

大

企

業 

小    計 
 

 
 

組 

 

合 

 

員 

 

用 

 

地 

計 
 

 
 

合          計 
 

 
100.0 

 

 

 



 

    ③  その他の共同事業 

 

事  業  名 対  象  者 運  営  方  法  等 

   

 

 

 

４  店舗集団化事業の実施時期 

 

（１）事業の開始        年         月 

 

（２）事業の終了        年         月 

 

 

 

 

 



 

５ 店舗集団化事業を実施するために必要な資金の額及びその調達方法 

(1) 年度別事業計画 

 

区 分 年 度 施  設  名 面  積  等 金    額 

  

 

 

  

小      計 
 

 

 

  

 

 

  

小      計 
 

 

 

  

 

 

  

小      計 
 

 

 

組 

 

 

合 

 

 

分 

計 
 

 

 

  

 

 

  

小      計 
 

 

 

  

 

 

  

小      計 
 

 

 

  

 

 

  

小      計 
 

 

 

組 

 

合 

    

員 

 

分 

計 
 

 

 

合          計 

 

 

 

 

 



 

(2) 組合年度別投資・調達計画 

 

投          資 調           達  

組  合 組 合 員 合  計 

 

組  合 組 合 員 合  計 

出資・増資払込    
組合共同施設 

   

積 立 金    

手元余裕金    

土 

 

地 組合員占用分 
   

資 産 処 分    

そ  の  他    
小    計 

   

自

己

資

金 

計    

高度化資金        

県  貸  付    

市町村貸付    

建 

 

物 
    

そ  の  他    

助

成

金

等 
計    

小   計 
   

商工中金    

日本公庫    
設    備 

   

都・地銀    

信用金庫・信用

組合 

   

構 築 物 

   

そ  の  他    

金

融

機

関 

計    
そ の 他 

   

そ   の   他    

合    計 
   

合    計 
   

 

 

 

 



 

(3) 組合年度別総合収支計画 

（単位：千円） 

科          目         年度         年度         年度         年度         年度 

1 共同事業収入 

2 賦課金収入 

 (1) 一般賦課金 

 (2) 特別賦課金 

3 その他 

     

収 

 

入 

合      計 
  

 

    

1 共同事業費 

2 一般管理費 

(1) 人件費 

(2) 減価償却費 

(3) その他経費 

3 共益費 

4 支払利息 

5 その他 

     

支 

 

 

 

出 

合      計 
  

 

    

税  引  前  利  益 
 

 

    

法      人      税 
 

 

    

税  引  後  利  益 
 

 

    

 

         ※注  事業開始年より記載すること。 



 

（４）組合資金収支計画  
(単位：千円) 

    年度 

（注） 
 年度 年度 年度 年度 

出資金・増資払込      

積立金      

資産処分      

預り金      

手元余裕金      

その他      

減価償却費      

税引後利益      

前期繰越金      

自 

 

己 

 

資 

 

金 

 

小計      

高度化資金      

商工中金      

日本公庫      

その他      

借 

 

入 

 

金 小  計      

調 

 

 

 

 

 

 

 

 

達 

合      計 
     

土  地      

建  物      

設  備      

構築物      

その他      

固

定

資

産 

小  計      

高度化資金      

商工中金      

日本公庫      

その他      

借

入

金

返

済 小  計      

運 

 

 

 

用 

合      計 
     

次 期 繰 越 金      

           ※注：当該年度は事業開始年度とすること。 



 

(５) 組合員年度別投資計画 

（単位：千円） 

組合に対する負担 建        物 
年

度 
組   合   員 土  地 共同施設 面 積 

（㎡） 

金  額 設   備 構 築 物 そ の 他 合   計 

 

 

        

 

 

        

 

 

        

 

 

        

 

 

        

 

 

        

 

 

 

        

年 度 別 合 計 
 

 

       

合          計 
        

    ※注：小規模企業者等設備導入資金助成法対象設備を設置する場合にあっては設備名も記入すること。 

 

 



 

 

   

借          入          金          等 
自    己    資    金 

助 成 金 等 政 府 系 金 融 機 関 その他金融機関  

年度 

 

組合員 

 

区  分 
融資 

資産 

処分 

手  元 

余裕金 
その他 計 

高度化 

資金 
その他 小計 

商工 

中金 

日本 

公庫 
その他 小計 

都銀 

地銀 

信金 

信組 
その他 小計 

その他 計 
総計 

    組 合 分                                      

    組合員分                                       

    小    計                                       

    組 合 分                                       

    組合員分                                       

    小    計                                       

    組 合 分                                       

    組合員分                                       

    小    計                                       

    組 合 分                                       

    組合員分                                       

    小    計                                       

    組 合 分                                       

    組合員分                                       

    小    計                                       

    組 合 分                                       

    組合員分                                       

    小    計                                       

    組 合 分                                       

    組合員分                                       

    小    計                                       

    組 合 分                                       

    組合員分                                       

    小    計                                       

  組 合 分                                       

組合員分                                       

  

合 計 

小    計                    

（６）組合別途資金調達計画                                     （単位：千円）  

※注：区分の欄は、組合員別にそれぞれ３段書きにすること。 

  上段（組合分）には、組合に対する負担額の資金調達計画を記載すること。 

  中段（組合員分）には、組合員の設備投資計画の資金調達計画を記載すること。 

  下段（小計）には、上段と中段の合計を記載すること。 



 

 ６ 店舗集団化事業の効果 

 

（１）集団化前後の比較 
（単位：千円、人）  

集団化前（    年度） 集団化後（    年度） 比        較 負        担        能        力 

要返済長期借入金 要償還期間 
組合員名 年間 

売上高    

Ａ 

従業 

員数   

Ｂ 

敷地 

面積  

Ｃ 

建物 

面積 

Ｄ 

年間 

売上高 

a 

従業 

員数 

ｂ 

敷地 

面積  

c 

建物 

面積  

d 

a／Ａ b/Ｂ c／Ｃ d／Ｄ 

集団化前

年間償還

財源  Ｅ 

集団化後年

間償還財源  

Ｆ 
集団化前

借入 

集団化後

借入 
計 Ｇ Ｇ／Ｅ Ｇ／Ｆ 

備   考 

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                        
合    計 

                                        

 
 

（２）その他店舗集団化事業の効  



 

第３号様式（第５条関係） 

 

共同店舗等整備計画に係る認定申請書 

                                  

 

年    月    日 

 

（あて先）厚木市長 

                                     所       在       地 

                                     名称及び代表者の氏名                印 

 

中小小売商業振興法第４条第 3 項の規定により、次の共同店舗等整備計画につい

て認定を受けたいので申請します。 

 

 

１  組合又は中小小売商業振興法第４条第 3項第 3号イ若しくはロに規定する会社 

の概要 

 

(1) 組合又は会社の名称 

 

(2) 設立年月日 

 

(3) 払込済出資金又は資本金の額 

 

(4) 参加事業者数等 

 

            小  売  業  

合  計 
小  計 

物  品 

小売業 
飲食業 

その他 

商  業 

サービ 

ス  業 
その他 

組合員又は

出資者 

 

(     ) 

 

(     ) 

 

(     ) 

 

(     ) 

 

(     ) 

 

(     ) 

 

(     ) 

テナント 
 

(     ) 

 

(     ) 

 

(     ) 

 

(     ) 

 

(     ) 

 

(     ) 

 

(     ) 

合    計 
 

(     ) 

 

(     ) 

 

(     ) 

 

(     ) 

 

(     ) 

 

(     ) 

 

(     ) 

所有株式又

は出資金額 

 

(     ) 

 

(     ) 

 

(     ) 

 

(     ) 

 

(     ) 

 

(     ) 

 

(     ) 

  注：（     ）書きは大企業で内数 

 



 

２ 共同店舗等整備事業（中小小売商業振興法第４条第３項各号に定める事業）の目標 

（１）参加者の当面する問題点 

    ①  参加者の当面する経営上、立地上の問題点 

    ②  消費者、周辺居住者及び地方自治体等から要請されている課題 

 

（２）共同店舗等の立地条件の動向 

    ①  人口、世帯数の推移 

 

（Ａ）       年 （Ｂ）       年 （Ｃ）       年 増      減    （Ｃ）－（Ａ）               項  目 

 

地区の名称 人   口 世 帯 数 人   口 世 帯 数 人   口 世 帯 数 人   口 Ｃ／Ａ 世 帯 数 Ｃ／Ａ 

           

           

           

商 

圏 

範 

囲 

の 

区 

域 合      計 
          

           

           

           

上
記
区
域
に
属
す

る
市
町
村 

合      計 
          

 
 
  



 

    ②  立地する地区び隣接する市町村の小売商業活動の推移 

                                             単位：百万円  
商      店      数 年    間    販    売    額 区分 

 

地区の名称 

     年 

(Ａ) 

     年 

(Ｂ) 

     年 

(Ｃ) 
Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ 

     年 

(Ａ) 

     年 

(Ｂ) 

     年 

(Ｃ) 
Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ 

厚木市           

各 種 商 品           

織 物 ・ 衣 服 ・ 

身 回 品 

          

飲 食 料 品           

自 動 車 ・ 自 転 車           

家具・建具・什器           

 

そ の 他           

市町村名           

各 種 商 品           

織 物 ・ 衣 服 ・ 

身 回 品 

          

飲 食 料 品           

自 動 車 ・ 自 転 車           

家具・建具・什器           

 

そ の 他           

合      計           

 
 
 
 
 
 



 

    ③  住宅団地、工場誘致その他行政計画等の現状とその進捗状況 

 

項         目  計       画  実  施  主  体  規  模  等  計  画  の  内  容  整備時期の見直し  備    考  

道 路 等 交 通  
体 系 の 整 備  

 
 

    

住 宅 団 地   
 

    

工 場 誘 致   
 

    

公 共 施 設   
 

    

そ の 他   
 

    

 
 

    ④  競合すると思われる店舗の状況（進出予定を含む） 

 

名      称 所   在   地 経営形態 取扱商品 売場面積 
推定販売額 

(百万円) 

共同店舗か

ら の 距 離 

（ｋｍ） 

駐車台数 

(台) 

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       



 

（３）共同店舗等整備事業の目標 

① 店舗づくりの目標 

 （店舗の性格づけと施設計画、業種構成、店舗運営への反映） 

 

② 目標売上高の設定 

 

 

３ 共同店舗等整備事業の内容 

（１）設置する共同店舗等又は店舗等の種類、構造及び規模 

    ①  種類（共同店舗等、店舗等の別） 

    ②  設置する共同店舗等又は店舗等の構造 

    ③  設置する共同店舗等又は店舗等の規模 

    ④  設置する設備の種類、数量及び金額 

      (a)  一般公衆の利便に供する設備 

設  備  名 数  量 
単  価 

（千円） 

金  額 

(千円) 
備  考 

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

合    計 
 

 

   

        (b)  その他の設備 

設  備  名 数  量 
単  価 

（千円） 

金  額 

(千円) 
備  考 

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

合    計 
 

 

   



 

    ⑤  設置する構築物の種類、数量及び金額 

      (a)  一般公衆の利便の用に供する構築物 

名      称 数   量 金  額(千円) 備   考 

  

 

  

  

 

  

  

 

  

  

 

  

  

 

  

合      計 
 

 

  

 

 

 

      (b)  その他の構築物 

名      称 数   量 金  額(千円) 備   考 

  

 

  

  

 

  

  

 

  

  

 

  

  

 

  

合      計 
 

 

  

 

  

  

 



 

（２）設置する共同店舗等の利用区分 

                                                                (単位：㎡、千円) 

利 用 者 区 分 

中小企業者 大 企 業 者 
階   層   別   区   分 

 
合 

計 組 合 
組合員 ﾃﾅﾝﾄ 組合員 ﾃﾅﾝﾄ Ｂ１ １Ｆ ２Ｆ ３Ｆ … 

備 
 

考 

売  場             

 内（食堂、喫茶）             

 内（サービス業）             

事 務 所             

倉    庫             

             

商
業
施
設
区
分 

小  計             

             

             

             

店
舗
内
の
利
用
区
分 

一
般
公
衆 

利
便
施
設 

小  計             

合計延面積             

総所要資金額             

   注１：共用部分において、商業施設と一般公衆の利便に供する施設との区分に分かち難いものは、延床面積に対するそれぞれの  

       割合で按分すること。 

  注２：一般公衆の利便に供する施設の所要資金額を面積按分で算出し、当該区分小計の備考欄に記入すること。 

 

 



 

 

（３）その他の共同店舗等整備事業の内容 

    ①  事業実施スケジュール 
 

 

 
         年月            年月          年月 備    考 

建設スケジュール 

（土地取得、基本設計、実施設計、建

築確認、請負業者決定、着工、完成、

オープンなど） 

  

高度化事業スケジュール 

（組合設立、診断申込、計画診断、勧

告対応、実施計画書確定、借入申請、

資金交付など） 

  

開発許可等 

（農地転用申請・許可、開発行為申

請・許可など） 

 

  

大店立地法関係 

 

 

  

     注：大店立地法とは、大規模小売店舗立地法のことをいう。 

 

 
 
  
 
 
 



 

   ②  用地計画 

         ア  用地の概要 

 

 
買          取 借          地 計 

所    在    地 
 

 

  

敷  地  面  積 
                             

㎡                              ㎡ 

                             

㎡ 

地        目 田、畑、宅地、山林等の区分を記載すること。 
 

 

農地転用許可（予定）日 
 

 

  

造成の必要性とその内容 整地、土盛等の必要がある場合、その状況を記載すること。 
 

 

現 在 の 利 用 状 況 
 

 

  

取得の時期又は借地の期間 年    月    日 年    月    日まで 
 

 

都市計画法に基づく用途地域 
 

 

  

借地権取得費 借地料（年額） 
所 要 資 金 額 千円 

千円 千円 

 

土地利用上の共同店舗設置の

適 格 性 

 

 

  

             注：買取、借地の別を図面で明示すること。 

 

 

 



 

イ  用地利用計画 

 

区          分 面          積 構  成  比 備            考 

共  同  店  舗 
駐    車    場 

 
 
 
 
 
 
 

                            
㎡ 

                            
㎡ 

              
％ 

              
％ 

   
駐車可能台数                  台 
運営方法 

計  
１００％  

 
 



 

    ③  共同店舗運営の組織図及び人員配置計画 

 

 

 

 

    ④  店舗の営業時間(開店、閉店時刻)及び休日 

 

 

 

 

    ⑤  共同施設事業等の内容と運営方法 

事  業  名 事業内容及び運営方法 年 間 予 算 

 

 

 

 

 

  

 

 

    ⑥  施設整備面積に占める売り場面積の割合 

建物延床面積 

 

         (a) 

敷地面積（建築

面積の部分を除

く）    (b) 

施設整備面積 

 

     (ｃ=a+b) 

売場面積（店

舗、倉庫の面積

を含む） 

       (d) 

売場面積の割合 
 

(e=ｄ/ｃ×100） 

 

 

 

           ㎡ 

 

 

 

 

㎡ 

 

 

 

㎡ 

 

 

 

㎡ 

 

 

 

㎡ 

    注：建物延床面積には、屋上を駐車場として利用している場合等事業の用に供

されている部分の面積を含む。 

  

 

４  共同店舗等整備事業の実施時期 

   

（１）事業の開始      年      月 

 

（２）事業の終了      年      月 

 

 



 

 

５共同店舗等整備事業を実施するために必要な資金の額及びその調達方法 

（1）設備投資計画                                                

 （単位：千円）  
年 度  年 度  年 度   

数量㎡  単価  金額  数量㎡  単価  金額  数量㎡  単価  金額  
備考  

土地取得費            
借地権等取得費            
造成費            
その他            

土 

地 

計            
建物本体工事費            

電気設備            
給排水衛生ガス設備            
空調設備            
昇降機（EV／ES）            
防災設備            
その他            

建

物

付

帯

設

備

工

事
費 

小計            
統一内装工事費            

建 

物 

計            
POS,カードシステム等            
陳列用什器備品            
その他            

設
備 

計            
外溝工事            
看板、広告塔工事            
舗装工事            
その他            

構
築
物 

計            
設計料            
創業費            
その他（備品）            

組

合

又

は

会

社 

合 計            
内装費            
什器備品            
その他            

 

合 計            
総  計            

組
合
員
又
は 

出
資
者 



 

（２）資金調達計画 

（単位：千円） 

内      訳         年度         年度 計 

出資、増資    

出資預り金    

積 立 金    

建設協力金    

    

そ の 他    

自 

己 

資 

金 

計    

高度化資金    

市町村貸付    

    

    

助 

成 

金 

等 
計    

商工中金    

日本公庫    

    

    

政 

府金 

系融 

 機 

  関 計    

    

    

    

    

そ 

の金 

他融 

機  

 関 
計    

そ  の  他    

合      計    

 

 



 

（３）組合員又は出資者負担額の算出基準 

 

 

 

 

（４）組合又は会社の総合収支計画 

初 年 度（      年度） 次   年   度   以   降  

金   額 算  出  内  訳 年度 年度 年度 年度 増 減 要 因 等 

         収  
入  
        

合      計        

共同事業費        

         

        

施設維持管理費        

         

        

一般管理費        

         

        

支 払 利 息        

 
 
 
支  

 
 
 
 
出  

減価償却費        

合    計        

税引前利益        

法  人  税        

税引後利益        



 

(５) 組合又は会社の資金収支計画 

(単位：千円) 

 初年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 備 考 

出資金       

預り金       

建設協力金       

減価償却費       

税引後利益       

前期繰越金       

自 

己 

資 

金 

 

       

計       

高度化資金       

商工中金       

日本公庫       

その他       

借 

入 

金        

調 
 
 
 
 
 
 

達 

計       

合      計       

土  地       

建  物       

設 備       

構築物       

その他       

固

定

資

産 

計       

高度化資金       

商工中金       

日本公庫       

その他       

       

運 
 
 
 
 
 
 

用 

借

入

金

返

済 
計       

合   計       

次 期 繰 越 金       

 

 

 



 

６ 共同店舗等整備事業の効果 

（１）共同店舗等における生産性 

売  場  面  積 年 間 販 売 額 従業員１人当り売上高 店舗面積 3.3 ㎡当り売上高 

業    種 共同化前 

（    年） 

ａ 

共同化後 

（    年） 

ｂ 

ｂ/ａ 

共同化前 

（    年） 

ａ 

共同化後 

（    年） 

ｂ 

ｂ/ａ 

共同化前 

（    年） 

ａ 

共同化後 

（    年） 

ｂ 

ｂ/ａ 

共同化前 

（    年） 

ａ 

共同化後 

（    年） 

ｂ 

ｂ/ａ 

 

 

                                                                          

 

 

            

 

 

            

 

 

            

 

 

            

 

 

            

 

 

            

 

 

            

 

 

            

合  計 
 

 

           

 

（２）その他の効果  



 

第４号様式（第５条関係） 

 

 

商店街整備等支援計画に係る認定申請書 

                                  

 

年    月    日 

 

 （あて先）厚木市長          

 

                                     所       在       地 

                                     名称及び代表者の氏名                印 

              

 

中小小売商業振興法第４条第６項の規定により、次の商店街整備等支援計画につ

いて認定を受けたいので申請します。 

 

 

１  特定会社又は公益法人の概要 

（１）特定会社又は公益法人の名称 

 

（２）設立年月日 

 

（３）資本の額若しくは出資金又は拠出金の額（出資者又は拠出者ごとに内訳を記 

    載し、中小小売商業者、中小サービス業者、その他の中小企業者及び商店街振 

    興組合等の別を記載すること。また、中小企業総合事業団の出資を希望してい 

    る場合は、その額を出資希望額として記載すること。） 

 

 

 

（４）運営組織図 

   

 

 

（５）職務別役職員数（役員にあっては、全員の氏名及び主な略歴を記載すると。） 

 

 

（６）設立発起人の氏名及び略歴（新たに特定会社を設立しようとする場合のみ記 

    載すること。） 

 

 

 



 

２  商店街整備等支援事業（中小小売商業振興法第４条第６項に定める事業）の目 

  標 

 

 

（１）商店街における当面の問題点 

 

 

 

 

（２）消費者、周辺居住者及び地方自治体から要請されている課題 

 

 

 

 

（３）共同店舗その他施設設置の必要性 

 

 

 

 

（４）商店街整備等支援事業終了後における商店街の特徴 

 

 

 

 

（５）交通網、交通機関その他地理的条件の状況 

 

 

 



 

（６）商圏範囲と目される地域内の人口、世帯数の最近３ヶ年における推移 

（単位：千人、千戸） 

（Ａ）       年 （Ｂ）       年 （Ｃ）       年 増      減    （Ｃ）－（Ａ）               項  目 

 

地区の名称 
人   口 世帯数 人   口 世帯数 人   口 世帯数 人   口 Ｃ／Ａ 世帯数 Ｃ／Ａ 

           

           

           

           

           

商 

圏 

範 

囲

と 

目

さ

れ

る 

地 

域 
合      計 

          

 

（７）商圏範囲と目される地域内の消費購買力 

（８）競合商店街及び商店の概要 

商店街及び商店名  店舗数  年間販売数  備 考（売場面積、駐車台、距離等を記載すること）  
    

    

    

    



 

３  商店街整備等支援事業の内容 

（１）支援の対象である中小小売商業者が集団して事業を営む商店街、団地又は建 

    物の概要（立地、業種構成について記載すること。建物に集団して事業を営む 

    場合は建物の構造及び規模についても記載すること。） 

 

 



 

（２）設置する施設又は設備の種類、構造及び規模 

① 一般公衆の利便に供する施設の概要 

実施年度 施設等の種類 構造・能力等 敷地面積 
（㎡） 

建築面積 
（㎡） 

建築延面積 
（㎡） 設置場所 所要金額 

（千円） 
        

 

 イ 施設の種類別の具体的内容又は特徴 

 

 ロ 施設の種類別の運営方法及び利用計画 

 

② その他の施設の概要 

実施年度 施設等の種類 構造・能力等 敷地面積 
（㎡） 

建築面積 
（㎡） 

建築延面積 
（㎡） 設置場所 所要金額 

（千円） 
        

 

 イ 施設の種類別の具体的内容又は特徴 

 

 ロ 施設の種類別の運営方法及び利用計画 



 

③  一般公衆の利便に供する設備の種類、数量及び金額 

設 備 名  数 量  単   価  
（千円）  

金   額  
（千円）  

備         考  
（設置場所を付記すること）  

 
 

    

 
 

    

 
 

    

 
 

    

 
 

    

 
 

    

合         計      

 

 

 

 

    ④   その他の設備の種類、数量及び金額  

設 備 名  数 量  単     価  
（千円）  

金     額  
（千円）  

備          考  
（設置場所を付記すること）  

 
 

    

 
 

    

 
 

    

 
 

    

 
 

    

 
 

    

合         計      

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 



 

    ⑤  一般公衆の利便に供する構築物の種類、数量及び金額 

名     称  数 量  金     額  
（千   円）  備         考  

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

合         計     

 

 

 

 

    ⑥  その他の構築物の種類、数量及び金額 

名     称  数 量  金     額  
（千   円）  備          考  

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

合         計     

 

 

    ⑦  共同店舗を設置する場合にあっては、当該共同店舗の構造、規模

及び建設費 

      

 

 

 



 

（３）共同店舗を設置する場合にあっては当該共同店舗の規模及び利用区

分等 

ﾃﾅﾝﾄ入居者の  
区分   (店 ) 

敷地面積 (㎡ ) 建築延面積 (㎡ )  

売  場  内ﾊﾞｯｸ

ﾔｰﾄﾞ 売  場  うちﾊﾞ
ｯｸﾔｰﾄﾞ 売  場  うちﾊﾞ

ｯｸﾔｰﾄﾞ 
  

繊維、衣服、身の回り品  
 
飲食料品  
 
自転車  
 
家具、建具、什器  
 
飲食店  
 
その他  
 

      

小          計   
 

     

サ  ー  ビ  ス  業   
 

     

  
 

     

合          計   
 

     

 (中小企業者分と大企業者分の区分ごとに小計を記載すること ) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（４）その他商店街整備等支援事業の内容 

    ①  用地の概要 

 
 買     取  借     地  計  

所在地   
 

  

敷地面積  ㎡  ㎡  ㎡  

地目  田、畑、宅地、山林等の区分を

記載すること  
 

農地転用許可（予定）日   
 

  

造成の必要性とその内容  
（整地、土盛等の必要が

ある場合、その状況を記

載すること）  

 
 

  

現在の利用状況  
 
 
 

 

取得の時期又は借地の期

間     年   月   日    年   月  まで   
 

都市計画法に基づく用途

地域  
 
 

  

賃借権  
取得料  

借地料  
(年額 ) 

所要資金額  千円      
千円  

     
千円  

 

土地利用上の店舗その他

の施設の設置の適合性  
   

 

 

 

 

 

 

 

 



 

    ②  土地の利用計画 

施設区分 面   積  （㎡） 構 成 比 （％） 備    考 
    

    

    

    

合    計  １ ０ ０ ％  

 
 

    ③  整備する街区の面積 
出資者たる中小小売商業者

又は中小サービス業者の店

舗その他の施設の用に供さ

れる土地の面積      
（ａ） 

設置する一般公衆の利便に

供する施設の用に供される

土地の面積 
 

（ｂ） 

共同店舗を設置する場合に

あっては、当該共同店舗設

置の計画面積 
 

（ｃ） 

 
 

街区の面積 
 

（ａ＋ｂ＋ｃ） 
 
 

㎡ 

 
 

㎡ 

 
 

㎡ 

 
 

㎡ 

注：（ａ）は、出資者が商店街振興組合等である場合は組合員等である中小小売商業 
 者又は中小サービス業者の店舗その他の施設の用に供される土地の面積 
 

    ④  施設整備面積に占める売場面積比率の割合 

建物延床面積 
 
（ａ） 

敷地面積（建物

面積と重複する

部 分 を 除 く ) 
（ｂ） 

施設整備面積 
 

（ｃ=a+b） 

売場面積(倉庫を
含む) 

（ｄ） 

売場面積の割合 
(e=d÷ｃ×100) 

 
 
 
 

    

注：建物面積には、屋上を駐車場として利用している場合等事業の用に供されてい

る部分の面積を含む。 
 

４  商店街整備等支援事業の実施時期 
（１）事業の開始      年      月 
（２）事業の終了      年      月 
 



 

５商店街整備等支援事業を実施するために必要な資金の額及びその調達方法 
（１）年度別施設別投資計画 

（単位：千円） 

 年度  年度  年度 
施設名 

数量 

（面積・台数等） 
総事業費 

      
備考 

土 

 

 

地

 

取得費 

 

造成費 

 

その他 

 

         

小 計 
         

建 物 
         

構築物 
         

設

備 

 

          

小 計 
         

合 計 
         



 

 

（２）資金調達計画 
（単位：千円） 

自己資金 注（１） 借入金 補助金 借入条件 注（４）  

払込済 
出資金 
(資本金) 

増資 
予定 その他 計 高度化 

資金 
その他 
（２） 計 国庫補 

助金 
県 
補助金 

市 
補助金 計 

その他 
（３） 合計 借入金 

（高度化資

金を除く） 
借入条件 

年度 
（ ） （ ） 

             

年度 
（ ） （ ） 

             

年 
別 
調 
達 
計 
画 年度 

（ ） （ ） 

             

合計 
（ ） （ ） 

             

注（１）：事業団からの出資金の使用を予定しているときは、払込済資本金又は増資予定欄の上記括弧書きに内数として記載すること。 
 （２）：その他借入金については、借入先ごとに借入金額を記載すること。 
 （３）：その明細を記載すること。 
 （４）：借入条件の欄には、借入金ごとに金利、償還期間等を記載のこと。 



 

（３）総合収支計画 

（単位：千円） 

 初 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度 ５ 年 度 

      

      

      

      

      

      

      

収 
 
 

入 

合   計      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

支 
 
 
 

出 

合   計      

税 引 前 利 益      

法 人 税 等      

税 引 後 利 益      

 
 



 

（４）施設別収支計画（               施設） 

（単位：千円） 

 初 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度 ５ 年 度 

      

      

      

      

      

      

      

収 
 
 

入 

合   計      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

支 
 
 
 

出 

合   計      

税 引 前 利 益      

法 人 税 等      

税 引 後 利 益      

 
 
 



 

（５)  年度別資金計画 

(単位：千円 ) 
 年度  年度  年度  年度  年度  年度  年度  年度  年度  年度  

出資金  
（資本

金）  

          

増  資            
積立金            
資産処分            
その他            

減価償却費            
税引後利益            
前期繰越金            

自  
 
己  
 
資  
 
金  
 

小計            
高度化資金            
商工中金            
日本公庫            

           
           

借  
 
入  
 
金  

           

調  
 
 
 
 
 
 
 
 
達  

小   計            
合       計            

土   地            
建   物            
設   備            
構築物            

固

定

資

産  
その他            

小   計            
高度化資

金  
          

商工中金            
日本公庫            

           
           

借

入

金

返

済  
           

運  
 
 
 
用  

小   計            
合       計            

次  期  繰  越  金            



 

６ 商店街整備等支援事業の効果 

（１）テナント入居者の入居後の比較 

常時従業員（人） 主として営む事

業の種類 年間販売数 店舗面積 
代表者名 

現 在 入 居 後 

テ

ナ

ン

ト

入

居

者 

氏名

又は

名称 
 

年
齢 

経
験
年
数 

専
業
・
兼
業
別 

資
本
金
又
は
出
資
金 

役
員
事
業

主 

家
族 

そ
の
他 

計 

役
員
事
業

主 

家
族 

そ
の
他 

計 

現
在 入居後 現 在 

（千円） 
入居後
（千円） 

現 在

（㎡） 
入居後

（㎡） 

移
転
又
は
出
店
の
別 

出資の額

（千円） 備考 

全
体 

                   

小
売 

     

                 

                        

                 

                        

                 

                        

                 

計 

                      

注：１ 「専業・兼業の別」の欄は、小売専業については「専」とし、兼業についてはその業種を記載すること。なお、兼業者は

「常時従事者数」以降の欄を２段書きとし、上段は企業全体、下段は小売部門を記載すｓること。 
２「常時従業者数」の欄のうち、“その他”とは、事業者が社会保険料を負担している人数をいう。 



 

 

（２）テナント入居者の収支実績及び収支予想 

（単位：千円） 
入 居 前 入 居 後 

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 
 

売上

高 
償却前税

引後利益 
売上

高 
償却前税

引後利益 
売上

高 
償却前税

引後利益 
売上

高 
償却前税

引後利益 
売上

高 
償却前税

引後利益 
売上

高 
償却前税

引後利益 
売上

高 
償却前税

引後利益 
売上

高 
償却前税

引後利益 

1 全体 

                

2 小売 

                

1 全体 

                

2 小売 

                

                  

                  

                  

                  

合計 
                

  注：１「入居前」の欄は、最近３ヶ年の実績を記載すること。 
    ２「入居後」の欄は、最近５ヶ年の計画を記載すること。 
    ３入居者の販売計画の算出基準及びその根拠を別表に記載すること。 



 

第５号様式（第５条関係） 

 

 

商店街整備計画（    事業）の変更に係る認定申請書 

                     （注）（    ）内は、商店街改造事業又は共同施設事業の 

区分を記載すること。 

 

                                                           年    月    日 

 

 （あて先）厚木市長          

 

                 所   在    地 

                 名称及び代表者の氏名         印 

                   

 

年  月  日付けで認定を受けた商店街整備計画（  事業）について次のとお

り変更したいので、中小小売商業振興法施行令第９条第１項の規定により、認定を

申請します。 

 

  １  変更事項の内容 

（注）様式第１号の該当部分を変更したものを記載すること。また、これと対比

できるよう変更前のものを併記すること。 

 

 ２ 変更の理由 

 



 

第６号様式（第５条関係） 

 

 

店舗集団化計画の変更に係る認定申請書 

                            

 

 

 

                                                           年    月    日 

 

（あて先）厚木市長          

 

                 所   在    地 

                 名称及び代表者の氏名         印 

 

 

年  月  日付けで認定を受けた店舗集団化計画について次のとおり変更したい

ので、中小小売商業振興法施行令第９条第１項の規定により、認定を申請します。 

 

  １  変更事項の内容 

（注）様式第２号の該当部分を変更したものを記載すること。また、これと対比

できるよう変更前のものを併記すること。 

 

 ２ 変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第７号様式（第５条関係） 

 

 

共同店舗等整備計画の変更に係る認定申請書 

                            

 

 

 

                                                           年    月    日 

 

（あて先）厚木市長          

 

                 所   在    地 

                 名称及び代表者の氏名         印 

 

 

年  月  日付けで認定を受けた共同店舗等整備計画について次のとおり変更し

たいので、中小小売商業振興法施行令第９条第１項の規定により、認定を申請しま

す。 

 

  １  変更事項の内容 

（注）様式第３号の該当部分を変更したものを記載すること。また、これと対比

できるよう変更前のものを併記すること。 

 

 ２ 変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第８号様式（第５条関係） 

 

 

商店街整備等支援計画の変更に係る認定申請書 

                            

 

 

 

                                                           年    月    日 

 

（あて先）厚木市長          

 

                 所   在    地 

                 名称及び代表者の氏名         印 

 

 

 

年  月  日付けで認定を受けた商店街整備等支援計画について次のとおり変更

したいので、中小小売商業振興法施行令第９条第１項の規定により、認定を申請し

ます。 

 

  １  変更事項の内容 

（注）様式第４号の該当部分を変更したものを記載すること。また、これと対比

できるよう変更前のものを併記すること。 

 

 ２ 変更の理由 

 

 

 



 

第９号様式（第５条関係） 

 

                              

 

                                                            

                                                           年    月    日 

 

 

                 様 

 

厚木市長 

 

商店街整備計画（    事業）の認定について 

 

      年  月  日付けをもって申請のあった上記の計画については、中小小売商

業 振興法（昭和 48 年法律第 101 号）第４条第１項及び同法施行令（昭和 48 年政

令第 286 号）第 11 条の規定に基づき認定する。 

ただし、厚木市暴力団排除条例(平成 23 年厚木市市条例第 12 号)の基本理念に反

すると認められるときは認定を取り消すものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第１０号様式（第５条関係） 

 

                              

 

                                                            

                                                           年    月    日 

 

 

                 様 

 

 

厚木市長 

 

 

店舗集団化計画の認定について 

 

      年  月  日付けをもって申請のあった上記の計画については、中小小売商

業 振興法（昭和 48 年法律第 101 号）第４条第２項及び同法施行令（昭和 48 年政

令第 286 号）第 11 条の規定に基づき認定する。 

ただし、厚木市暴力団排除条例(平成 23 年厚木市市条例第 12 号)の基本理念に反

すると認められるときは認定を取り消すものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第１１号様式（第５条関係） 

 

                              

 

                                                            

                                                           年    月    日 

 

 

                 様 

 

 

厚木市長 

 

 

 

共同店舗等整備計画の認定について 

 

      年  月  日付けをもって申請のあった上記の計画については、中小小売商

業振興法（昭和 48 年法律第 101 号）第４条第３項及び同法施行令（昭和 48 年政令 

第 286 号）第 11 条の規定に基づき認定する。 

ただし、厚木市暴力団排除条例(平成 23 年厚木市市条例第 12 号)の基本理念に反

すると認められるときは認定を取り消すものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第１２号様式（第５条関係） 

 

                              

 

                                                           

                                                           年    月    日 

 

 

                 様 

 

 

 

                       厚木市長 

 

商店街整備等支援計画の認定について 

 

      年  月  日付けをもって申請のあった上記の計画については、中小小売商
業 振興法（昭和 48年法律第 101号）第４条第６項及び同法施行令（昭和 48年政
令第 286号）第 11条の規定に基づき認定する。 
ただし、厚木市暴力団排除条例(平成 23 年厚木市市条例第 12 号)の基本理念に反

すると認められるときは認定を取り消すものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第１３号様式（第５条関係） 

 

                              

 

                                                            

                                                           年    月    日 

 

 

                 様 

 

 

厚木市長 

 

 

商店街整備計画（    事業）の変更の認定について 

 

      年  月  日付けをもって変更の申請のあった上記の計画については、中小

小売商業振興法施行令（昭和 48 年政令第 286 号）第９条第 1項及び第 11 条の規定

に基づき認定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第１４号様式（第５条関係） 

 

                              

 

                                                            

                                                           年    月    日 

 

 

                 様 

 

 

厚木市長 

 

 

店舗集団化計画の変更の認定について 

 

      年  月  日付けをもって変更の申請のあった上記の計画については、中小

小売商業振興法施行令（昭和 48 年政令第 286 号）第９条第 1項及び第 11 条の規定

に基づき認定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第１５号様式（第５条関係） 

 

                              

 

                                                            

                                                           年    月    日 

 

 

                 様 

 

 

厚木市長 

 

 

共同店舗等整備計画の変更の認定について 

 

      年  月  日付けをもって変更の申請のあった上記の計画については、中小

小売商業振興法施行令（昭和 48 年政令第 286 号）第９条第 1項及び第 11 条の規定

に基づき認定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第１６号様式（第５条関係） 

 

                              

 

                                                            

                                                           年    月    日 

 

 

                 様 

 

 

厚木市長 

 

商店街整備等支援計画の変更の認定について 

 

      年  月  日付けをもって変更の申請のあった上記の計画については、中小

小売商業振興法施行令（昭和 48 年政令第 286 号）第９条第 1項及び第 11 条の規定

に基づき認定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


